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示府令改正によるサステナビリティ情報の開示義務化により、企
業の開示業務は大きな変化に直面しています。今後、CSRDなどの

海外開示制度の適用も見据えると、企業にはサステナビリティ情報の開示
制度に継続的に対応し続けることができる適切な体制の整備が不可欠で
す。開示府令改正に対応した有価証券報告書作成を通じて、サステナビリ
ティ情報の収集・報告プロセスを整備するための課題には、「情報の信頼
性確保」、「情報収集のスピード」、「プロセスの効率性」の3つがあること
が浮き彫りになりました。本稿では、サステナビリティ情報の収集・報告プ
ロセス構築のアプローチ方法と、3つの課題それぞれで考慮すべき事項に
ついて解説します。
なお、本文中の意見に関する部分については、筆者の私見であることをあ
らかじめお断りいたします。
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POINT 1

サステナビリティ情報・報告の信頼
性の確保

財務情報と同様に、サステナビリティ
情報についても内部統制を整備し、信
頼できる報告を実現できるようにする
必要がある。将来の合理的保証に耐
え得る水準の内部統制構築を目指し、
着実にレベルアップを図る進め方が有
効である。

POINT 2

情報収集のスピードアップ

情報のわかりやすさという観点から、サ
ステナビリティ情報の集計期間は報告
の期間と一致させるべきである。従来
の集計スケジュールを早期化する際の
阻害要因を正しく把握し改善を図り、
投資家にとっても経営者にとっても、よ
り有用な情報へと変えていく。

POINT 3

プロセスの効率性の向上

サステナビリティ情報を収集する際に
多くの手作業が介在したり、明確な収
集方法がない場合には、工数増加や
虚偽記載の発生原因につながるおそれ
もある。ITを上手に活用し煩雑な業務
を整理、削減し、情報の品質の向上
や分析業務などに時間を割けるように
する必要がある。
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Ⅰ

サステナビリティ情報開示に
係る制度の動向

国内外において、企業のサステナビリ
ティ情報開示の制度化、第三者保証の義
務化の検討が急速に進んでいます。

EUでは、2022年6月に「企業サステナビ
リティ報告指令（以下、「CSRD」という）」
が暫定合意に達しました。具体的なサス
テナビリティ情報の開示項目に関する基
準書である「欧州サステナビリティ報告
基準（以下、「ESRS」という）」の草案も公
表されており、保証の義務化も決定してい 

ます。
米国では、2022年3月に証券取引委員会

（以下、「SEC」という）が、上場企業に対し 

てForm10 -Kなどの年次報告書において 

気候関連情報の開示を求める規則案を公
表しました。ここでも開示情報に対する第
三者保証が求められています。
さらに、IFRS財団のサステナビリティ

基準審議会（以下、「ISSB」という）は、グ
ローバル・ベースラインとなるサステナビリ
ティ情報の開示に関する基準の作成を目
指し、2022年3月に「サステナビリティ関
連財務情報開示の全般的要求事項（S1）」
と「気候関連開示（ S2）」の2つの基準案

を公表しました。日本においても、サステ
ナビリティ基準委員会（以下、「SSBJ」と
いう）がこれらに相当する日本版の基準づ
くりに着手しています。
第三者保証の基準についても、国際監

査・保証基準委員会（以下、「IAASB」とい
う）において作成が進んでおり、公開草案
の承認が2023年6月、最終基準の承認が
2024年9月に予定されています1。
国内の開示については、2 0 2 3年1月の

「企業内容等の開示に関する内閣府令（以
下、「開示府令」という）」の改正によって、
2023年3月31日以後終了する事業年度に
係る有価証券報告書などにおいて、多様
性やサステナビリティ情報の開示が義務
化されました。　
本改正において、開示が義務化された

サステナビリティ情報は限定的なものでし
た。しかし、今後は前述のISSB基準など
国際的な基準の影響を受け、開示情報の
多様化、財務情報との報告期間やバウン
ダリーの一致が求められるようになると考
えられます。また、サステナビリティ情報に
対する第三者保証の取得は義務化されな
かったものの、金融審議会「ディスクロー
ジャーワーキング・グループ」の2022年12

月報告書 2において、将来的にはサステナ
ビリティ情報が保証の対象となることが

示唆されています。

Ⅱ

23/3期開示で明らかになっ 
た課題

1. 企業が直面する3つの課題

改正開示府令にもとづくサステナビリ
ティ情報開示に取り組まれた企業のなか
には、既存の組織やプロセスのもと、前年
度に任意開示していた情報などを参照し
たりし、多くの課題を抱えながらも当座の
対応策で乗り切られた企業も多かったの
ではないでしょうか。そのような企業にお
いて明らかになったのは、「①情報・報告
の信頼性」、「②情報収集のスピード」、「③
プロセスの効率性」の3つの課題です（図
表1参照）。

① 情報・報告の信頼性
たとえば、従業員の状況の数値収集に

おいて、当該数値に対し別の担当者や上
長による承認を得るというような情報の
正確性を確認するプロセスが現場に整備
されていないなど、サステナビリティ情報
は財務情報と比較すると、情報の信頼性
を担保する内部統制が欠如または不足し

出所：KPMG作成

図表1 開示府令対応で浮き彫りになった企業の課題 

サステナビリティ情報の担当事業部、
子会社から提出されたデータがどの
程度信頼できるか不安

誰（どの部門）が、どこまでチェック
を行うべきか曖昧で、重要な虚偽表
示を見逃しているかもしれない

①情報・報告の信頼性

本年度の最新の数値情報をステーク
ホルダーに開示したいが、有価証券報
告書の提出までに集計が間に合わな
いため、昨年度の情報を参照せざる
を得ない

②情報収集のスピード

データの収集方法が、開示項目によっ
て、あるいは提出部門・会社ごとにバ
ラバラで管理が煩雑

収集～開示プロセスのほとんどがシ
ステム化されておらず、非効率

③プロセスの効率性

23年3月期対応で明らかになったサステナビリティ情報開示に関する主要課題

次年度以降の有報開示、およびCSRDなどの海外の開示制度に
継続的に対応できる体制整備の必要性
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た状態で収集されている場合が多々あり
ます。IAASBの「サステナビリティ及びそ
の他の拡張された外部報告（EER）に対す
る保証業務への国際保証業務基準 3 0 0 0

（ ISAE 30 0 0）（ 改訂）の適用に関する規
範性のないガイダンス」では、サステナビリ
ティ情報において想定される虚偽記載と
その発生原因として、以下のようなケース
が例示されています。

✓ 虚偽の主張を含む情報
企業が報告した地域社会への投資や環

境浄化が実際にはなされなかったか、又
は他者によってなされたにもかかわらず、
企業自体が実施したと虚偽の「責任」を主
張する

✓ 誤った期間で記録された情報
企業のある期間における水使用量が実

際に使用された期間の前又は後の期間に
記録される

✓ 不正確な情報
測定値を記録する際に、不適切に校正

された測定機器の使用、転記誤り若しく

はその他の誤り又は不適切な換算係数の
使用（たとえば、企業が石炭及び石油火
力施設を保有しているにも関わらず、原子
力エネルギーのCO2換算係数を使用する
等）

✓ 情報の省略
ある会社が 3つの鉱山の土地再生プロ

グラムについては報告するが、重大な劣化
が発生しているにも関わらず、土地再生を
計画していない2つの鉱山に関しては言及
しない

✓ 誤って分類された情報
企業が（ 主に女性の）短期契約者を常

勤正社員として分類した結果、常勤の労
働力における性別の割合について誤った
報告がなされる

✓ 誤解を招く表現又は不明確な表現
作成者が、大きなフォント、太字又は明

るい色のテキストや画像、その他の方法を
使用して提示内容を強調し、「好ましい」
情報を過度に目立たせるが、「好ましくな
い」情報は、小さいフォントや淡色のフォン

ト、短いテキスト等によりあまり目立たな
いように提示する

✓ 情報の偏向
業績のプラス面に焦点をあて、マイナス

面を省略する

開示制度における要求事項となったこ
とで、サステナビリティ情報にはこれまで
以上に高い信頼性が求められますが、そ
の要求に実態が追い付いていません。有
価証券報告書の訂正を防ぐとともに、情
報の利用者の意思決定や、企業の資金調
達への影響を考えると、情報・報告の信頼
性の確保は、早急に対応すべき大きな課
題と言えます。

② 情報収集のスピード
2023年3月期決算の企業の有価証券報

告書では、親会社と子会社との決算期が
ずれていることにより情報の集計期間が
一致しないケースや、GHG排出量など任
意開示用のスケジュールで計算された情
報において、前事業年度の情報を参照し
ているケースが見受けられます。また、標

業務フロー・RCMの文書化／
業務への適用

管理部門による現場の統制の
モニタリング

経営者評価

外部監査人による統制評価

直近に目指す範囲

出所：KPMG作成

図表2 プロセスの目標水準ごとの実施作業

リスクと統制の可
視化のみ実施
統制の実施は担当
者、上長に依存

統制の有効性につ
いて管理部門での
モニタリングが行
われている
さらに内部監査を
受けている

財務報告と同様
に、サステナビリ
ティ報告について
も内部統制の有効
性について経営者
評価を行う

監査法人などの外
部監査人により、
サステナビリティ
報告に係る内部統
制について監査を
受ける

自主的統制レベル 内部監査レベル
限定的保証レベル

合理的保証レベル

限定的範囲で実施

限定的範囲で実施、
または全範囲実施　

実施しない、または
限定的範囲で実施
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準的な集計プロセスが未整備なために情
報の提出に手間取ったり、情報の担当部
門やグループ会社に対する指示、管理が
不十分なためサステナビリティ情報の実
態把握が遅れ、タイムリーな情報開示につ
なげられていないケースもあります。サス
テナビリティ情報開示の適時開示は、投
資家や顧客、取引先の企業選定の判断材
料となるため、競争優位性を確保するため
にも、情報収集のスピードアップも重要な
課題です。

③ プロセスの効率性
開示に至るまでのプロセスが非効率な

ケースも多く見られます。代表的なケース
は、データの収集方法がグループ内で統
一されていないため収集、測定、報告のプ
ロセスの大部分が手作業であるために時
間がかかる、締切り直前まで作業を行わ
ざるをえず社内の締切りに間に合わない
リスクが大きいなどがあります。作業に追
われ、管理者層や経営者層による情報の
分析、戦略やリスク管理などの経営管理
への役立てに十分な時間を割けられない
ようでは、せっかく集めた情報が無駄に
なってしまいます。また、開示対応は、事
業年度末の繁忙期と重なることから限ら
れた人員、時間で対応しなければなりま
せん。非効率なプロセスはミスの発生を

招き、重要な虚偽記載につながるおそれ
があります。

2  課題対応におけるポイント

サステナビリティ情報の開示は、財務
報告同様に数多くの種類の情報を扱うこ
と、複数の関係部署が関与することによ
り、検討すべき論点が非常に多く複雑にな
るという難しさがあります。そのため、「着
手のタイミング・スケジュール」と「進め方」
を事前に十分に検討しておく必要があり 

ます。
まず、「着手のタイミング・スケジュール」

におけるポイントです。2024年3月期の有
報開示に備え準備を行う場合、有報の提
出を終えた7月頃から着手すべきと考えま
す。まず2 0 2 3年 3月期の有価証券報告書
作成における作業の実績を振返り、自社
のサステナビリティ情報の収集・報告プロ
セスにおける課題を整理します。そして、
2024年3月期以降のサステナビリティ開示
に継続的に対応するための最適な体制、
業務プロセス、システム活用方法について
の方針を整理したうえで、具体的なプロセ
ス設計、システム導入に移ります。改善後
のプロセスが実際に運用可能かどうかを
確認するために、年内には新プロセスのト
ライアル（モニタリング）までを済ませて 

おくのが望ましいと考えられます。
C S R D対応が求められる企業では、

2 0 2 5年度の報告からEU域内の対象子会
社が先行してサステナビリティ情報開示を
行います。開示項目の多さを考えると、EU

域内大規模企業ではCSRD適用までにそ
れほどの時間的猶予はありません。EU子
会社だけで対応方針を考え先行して進め
るか、それとも2028年1月1日以降に開始
される域外適用を見据えて、グループとし
てのグローバル方針を検討し、それに基づ
き作業を進めるかなど、最初に決定してお
くべきことが多くあります。まずは、グロー
バルレベルでグループとしての業務プロ
セス設計、システム対応の方針を明らかに
し、そのなかで3つの課題への対応につい
ても検討しておくことが重要です。
次に「進め方」のポイントは、段階的に

プロセスの品質向上を図ることです。
情報・報告の信頼性の確保について考

えてみましょう。サステナビリティ情報の
収集から報告に係るプロセスに、内部統
制を組み込み定着させ、目指す水準で運
用できるようになるまでには、相応の時間
を必要とします。将来的には、開示する報
告内容について第三者からの合理的保証
を取得することを目指しますが、まずは社
内での内部監査に耐えうるプロセスを構
築することから始めることを推奨します。

解決すべき課題

課題解決の 7 つのステップ

持つべき視点

1 2 3

出所：KPMG作成

図表3 課題解決のためのステップ

情報・報告の信頼性

包括的な問題解決の視点 各種制度を見据えた視点 グループ全体最適の視点

プロセスの効率性情報収集のスピード

方針策定 現行プロセス
評価

目標プロセスの
検討

計画 施策実行 モニタリング 改善・是正

1 2 3 4 5 6 7
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各種開示基準、保証基準が今後順次確定
し公表されることや、内部統制報告制度の
ようにサステナビリティ情報についても経
営者による統制の有効性の評価と評価結
果の報告を義務付ける制度が施行される
可能性を考慮し、準備に際しては「やりす
ぎず、効率的・効果的に」進めることが重
要です。
図表2は、自社のサステナビリティ情報

に係る信頼性の水準を、「自主的統制レベ
ル」、「内部監査レベル」、「限定的保証レ
ベル」、「合理的保証レベル」の4段階に分
け、着実にステップアップするイメージを
示しています。スタートとなる「自主統制
レベル」では、整備した統制の有効性につ
いての客観的評価までは行わなくとも、少
なくとも開示項目ごとの虚偽記載リスクと
統制の関係を可視化し、開示項目に関係
する部署、担当者が何をすべきかを明らか
にしておくべきと考えます。
そのためには、サステナビリティ報告に

おける虚偽記載のリスクに対応する統制
が組み込まれた業務フロー図と、リスクと
統制の対応関係を整理し一覧化したRCM

（リスク・コントロール・マトリクス）を作成
し、現場への業務適用を目指します。その
後、段階的に統制の有効性についての評
価のレベルを上げて対応していくことによ
り、サステナビリティ情報の収集・報告プ
ロセスの信頼性を高めます。この過程で、
新たな基準が公表された場合は、適宜自
社の取組みに反映させ、基準が求める水
準をクリアできるようリスクと統制を継続
的に見直します。
開示項目やプロセスの範囲を限定し重

要性の高いところにリソースを配分する場
合は、あらかじめ自社のサステナビリティ
報告における重要性の基準について、量
的要因、質的要因の双方の視点から検討
しておく必要があります。

Ⅲ

適切なプロセスを構築するた
めのアプローチ

1. 持つべき視点

ここでは、確実なプロセス構築を進
めるうえで持つべき 3つの視点を紹介し 

ます。

① 包括的な課題解決の視点
「情報・報告の信頼性」、「情報収集の
スピード」、「プロセスの効率性」それぞれ
の課題に対して個別に解決策を検討・対
応するのではなく、課題間の関係性を意
識し、一体的なプロセスを設計します。た
とえば、統制を強化することは一方で業務
の効率性を阻害するおそれもあります。信
頼性強化のみの視点で考えるのではなく、
ITの活用可能性や効率性とのバランスも考
えて、統制の水準を決定する必要がありま
す。また、関係者の問題意識をすり合わせ
るために、「なぜ、やるのか」、「何を目指
すのか」といったプロジェクトの方針や狙
いを設定して進めることも効果的です。

② 各種制度を見据えた視点
プロセス構築を進める過程で公表され

るサステナビリティ開示制度、第三者保証
制度、内部統制報告制度などに対して、柔
軟に対応することができるよう、将来を見
据えて計画、行動することが重要です。そ
のためには、常に制度の動向、最新情報
を把握、理解しておくとともに、それが自
社の取組みに与える影響を適切に把握す
るための分析力が必要です。自社にナレッ
ジがない場合は、外部の専門家を活用す
ることも検討しましょう。

③ グループ全体最適の視点
有価証券報告書対応、SEC対応、CSRD

対応などの制度によって適用開始時期が
異なったり、グループの国内外や親会社、
子会社で必要な対応が異なる場合があり
ます。しかし、眼前の要求事項に集中しす

ぎたために、短期的、局所的な対応に陥っ
てしまうこともあります。このようなリス
クを回避するために、一歩引いてグループ
全体最適の視座から、各種制度に必要な
プロセスを網羅的に把握する必要があり 

ます。

2 プロセス構築のための7段階の 

アプローチ

上記の視点を踏まえながらプロセス構
築をするために、目先の改善策にやみくも
に手を付けるのではなく、「方針策定」、
「現行プロセス評価」、「目標プロセスの
検討」「計画」、「施策実行」、「モニタリ
ング」「改善・是正」の7段階のアプローチ
で進めることを推奨します（図表3参照）。
ここでは特に、実際の施策実行に至る

前の「方針策定」、「現行プロセス評価」、
「目標プロセスの検討」におけるポイント
について説明します。
まず、本格的なプロジェクトを開始する

前に、プロジェクトの方針策定を行います。
その際、社内で問題意識をすり合わせ、対
応すべき領域に優先順位をつけるため、
サステナビリティ開示を行う上で、自社の
組織、プロセス、IT、ガバナンスなどがどの
程度準備が整っているかを多面的に評価
（成熟度評価）することが効果的です。成
熟度評価の結果は、プロジェクトの方針や
マスタスケジュールに反映します。
次に、現行プロセス評価では、サステナ

ビリティ情報の収集～報告までに必要な
プロセスが抜けもれ・重複なく設計されて
いるか、また、統制の欠如がないか、担当
者の適性などを確認します。
最後に、他社比較や先進事例を参考

に、目標とするプロセスの内容や水準を
決定します。成熟度評価や、プロセスの先
進事例については、KPMGがグローバルで
蓄積した知見を結集した業務プロセスに
関するツール「ターゲットオペレーティン
グモデル（TOM）」を参考にすることも可
能です。
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Ⅳ

将来のサステナビリティ対応
を見据えて

サステナビリティ情報開示の初期段階
では、開示制度が求める情報を投資家や
その他のステークホルダーに有用な水準
で提供できるような体制を整えることが急
務となるでしょう。しかし、中長期的な視
点では、開示対応は、サステナビリティ経
営や報告プロセスの高度化の推進を行う
絶好の機会でもあります。
次のステップは、開示情報を企業の管
理会計に組み込んで財務情報と統合し、
有用な経営判断が行えるようにすることで
す。戦略策定やさまざまな意思決定への
活用、KPI体系に組み込むことによる問題
の早期発見・対応への役立てなど、管理
会計の見直しの視点も持ち、あるべきサ
ステナビリティ情報の収集・報告プロセス
を検討します。最終的なゴールは、従来の
組織や慣習にとらわれず、財務情報／非
財務情報を統合的に管理するために最も
適した新たな組織体制・機能へと進化させ

ることです（図表4参照）。
開示対応をきっかけとし、財務情報と
非財務情報とを一体的に管理できる経営
の仕組みへと抜本的な見直し・改革を推し
進め、真のサステナビリティ経営の実現を
目指すことが重要と考えます。

1  IAASBのスケジュールは、本稿執筆時点
（2023年6月）の情報。

2  金融庁　金融審議会ディスクロー
ジャーワーキング・グループ報告　
2022年12月27日

  https://www.fsa.go.jp/singi/singi_

kinyu/tosin/20221227/01.pdf

この記事は、20 21年6月に国際会計士
連盟（ IFAC）が公表したIAASBの「サステ
ナビリティ及びその他の拡張された外部
報告（EER）に対する保証業務への国際保
証業務基準3000（ISAE 3000）（改訂）の
適用に関する規範性のないガイダンス」か
ら抜粋し、IFACの許諾を得て使用してい

ます。無断転載を禁じます。この文章の複
製、保存、送信、その他類似の使用に関
する許可については、 Permissions@ifac.

org までお問い合わせください。

出所：KPMG 作成

図表4 サステナビリティ情報 管理体制整備の目標

戦 略 策 定 や 意 思 決
定への活用、KPI体
系化 による問題発見
・改善への役立て

情報収集における
① 品 質、②スピード、
③効率性の確保

現在 初期対応

直近の目標

中期 最終形

経営管理への
活用 

財務／非財務情報の
統合的管理組織
による業務運用

財務情報と
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本稿に関するご質問等は、 

以下の担当者までお願いいたします。

有限責任 あずさ監査法人
サステナブルバリュー統轄事業部
嘉鳥 昇／マネージング・ディレクター

 noboru.katori@jp.kpmg.com

間宮 薫／マネジャー
 kaoru.mamiya@jp.kpmg.com

関連コンテンツ  

ターゲットオペレーティングモデル（TOM）の策定
および実行支援

成熟度評価や、プロセスの先進事例について、
KPMGがこれまでグローバルで蓄積した知見を結
集した業務プロセスに関するツール 「ターゲット
オペレーティングモデル （TOM）」を参考にするこ
とが可能です。ターゲットオペレーティングモデル 

（TOM）はESG対応もしているため、サステナビリ
ティ情報に係る適切な収集～報告プロセスの構
築においても効率的に準備を進めることが期待で
きます。
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